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 制度の概要

自社ブランドによる海外販路開拓を目指す中小企業等が、進出予定国において障害となる類

似商標を取消・無効化する際の経費を助成する制度です。行政手続きから行政訴訟まで幅広

く対応し、専門家と連携した継続的な支援を提供します。

本助成事業は最長2年9か月の実施期間を設け、3期に分けて段階的に支援を行います。複数

国での商標対策や複数企業による共同実施にも対応しており、戦略的な権利保護体制の構築

を後押しします。東京の産業牽引企業の創出を目指し、中小企業の国際展開を強力にサポー

トする画期的な制度です。

 支援内容

□ 通常対策枠

単一国における類似商標の取消・無効化対策

最大500万円 助成率：1/2以内

□ 複数国・共同実施枠

複数国対応・事業者間共同実施による対策

最大500万円 助成率：1/2以内

 対象となる取組

【情報収集関連費用】

【行政手続・訴訟費用】

 対象者

 採択率向上のポイント

 戦略的分析

【長期的な権利保護戦略】

【段階的なステップアップ戦略】

 商標対策実績の推移

海外商標対策件数（2020-2025年）：年平均約34件の対策実績

平均対策費用：約250万円（成功事例平均）

 活用事例と分野

対策分野 代表的な取組例

製造業 中国・東南アジアでの類似商標無効審判

IT・ソフトウェア 米国・欧州でのブランド名保護対策

食品・飲料 アジア圏での商標取消審判請求

ファッション 多国間での模倣品対策・権利行使

化粧品・医薬品 規制当局への情報提供・異議申立

 専門家活用のススメ

 必要書類とチェックポイント

提出書類 チェックポイント

助成金申請書

商標調査報告書

会社概要・財務書類

見積書・契約書

 申請スケジュール

 補足事項

 問い合わせ

制度詳細 https://www.tokyo-kosha.or.jp/chizai/josei/syouhyoutaisaku/

申請システム

(jGrants)

https://www.jgrants-portal.go.jp/

お問い合わせ 東京都知的財産総合センター

東京都台東区台東1-3-5 反町商事ビル1階

TEL：03-3832-3656

海外商標対策支援助成金担当

証拠収集費用・商標情報入手費用

対象企業・商標使用状況調査

翻訳費用・代理人費用

異議申立・無効審判・取消審判

行政訴訟・情報提供手続

示談・和解・損害賠償関連費用

東京都内の中小企業者（会社・個人事業者）

中小企業団体

一般社団法人・一般財団法人

都内に本店・支店があり1年以上事業実施

事前相談必須：申請前に知財センターでの相談受講が条件

明確な根拠準備：類似性・混同可能性を具体的に立証

戦略的計画立案：段階的な対策手順と期間設定

専門家連携：弁理士・現地代理人との協力体制構築

複数国展開を見据えた包括的対策立案

商標使用実態の継続的監視体制確立

現地代理人との密接な連携構築

第1期：情報収集・証拠固めの徹底

第2期：行政手続きの計画的実行

第3期：訴訟・和解交渉の戦略的推進

弁理士連携：商標法の専門知識と戦略立案

現地代理人：各国法制度に精通した実務対応

調査会社活用：証拠収集・使用実態調査の効率化

通訳・翻訳：正確な書類作成と手続進行

事業計画の具体性と実現性

対策対象商標の類似性明示

費用積算の妥当性検証

権利状況・使用実態の詳細調査

類似性判断の根拠資料

都内事業実績1年以上の証明

中小企業要件の確認書類

専門家費用の詳細内訳

各種手続費用の算定根拠

事前準備期間

GビズID取得に2-3週間。知財相談必須。

商標調査・専門家選定・見積取得。

申請受付期間

随時（最終：令和7年12月1日17時）

jGrantsでの電子申請と書類提出の両方必須。

審査期間

申請後約2-3週間で結果通知

交付決定

事務の手引き交付・事業実施開始

事業実施・完了

最長令和9年12月31日まで

各期終了後に実績報告・検査実施

同一年度は1社1申請まで・複数年度対応可能

他助成金との重複受給は不可・共同実施時は費用負担割合明示必要

https://www.tokyo-kosha.or.jp/chizai/josei/syouhyoutaisaku/
https://www.jgrants-portal.go.jp/

